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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）　バインダー成分としての少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリマー、
　（Ｂ）　成分（Ａ）とは異なる、
　　（Ｂ１）　少なくとも１種のカルボニル基含有ポリウレタンポリ（メタ）アクリレー
ト
　　及び
　　（Ｂ２）　少なくとも２個のヒドラジン基、ヒドラジド基及び／又はヒドラゾン基を
有する少なくとも１種の有機化合物
　を含む、少なくとも１種のバインダー成分、
　及び
　（Ｃ）少なくとも４個の炭素原子を有する少なくとも１種の分岐及び／又は第二級脂肪
族モノアルコール
　を含み、
　前記バインダー成分（Ａ）が、少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリウレタンを含
む、水性ベースコート材料。
【請求項２】
　前記バインダー成分（Ａ）の前記少なくとも１種のポリマーが、５～２００ｍｇＫＯＨ
／ｇのヒドロキシル価を有する、請求項１に記載のベースコート材料。
【請求項３】
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　前記バインダー成分（Ａ）が、少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリエステルを含
む、請求項１又は２に記載のベースコート材料。
【請求項４】
　使用する成分（Ｂ２）が、２～１２個のＣ原子を有する少なくとも１種のジカルボン酸
のビスヒドラジドを含む、請求項１から３のいずれか１項に記載のベースコート材料。
【請求項５】
　前記バインダー成分（Ａ）の前記ポリマー及び前記バインダー成分（Ｂ）の前記ポリマ
ー（Ｂ１）が、水性分散液の形態で調製される、請求項１から４のいずれか１項に記載の
ベースコート材料。
【請求項６】
　前記少なくとも１種のモノアルコール（Ｃ）が、少なくとも６個の炭素原子を有する、
請求項１から５のいずれか１項に記載のベースコート材料。
【請求項７】
　前記少なくとも１種のモノアルコール（Ｃ）が、６～１２個の炭素原子を有する、請求
項１から５のいずれか１項に記載のベースコート材料。
【請求項８】
　前記少なくとも１種のモノアルコール（Ｃ）が、７または８個の炭素原子を有する、請
求項７に記載のベースコート材料。
【請求項９】
　前記少なくとも１種のモノアルコールが、３－ブトキシ－２－プロパノール、１－プロ
ポキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、２－エチルヘ
キサノール、及び２－エチルヘキシルグリコールからなる群から選択される、請求項１か
ら５のいずれか１項に記載のベースコート材料。
【請求項１０】
　前記少なくとも１種のモノアルコールが、３－ブトキシ－２－プロパノール及び２－エ
チルヘキサノールからなる群から選択される、請求項１から５に記載のベースコート材料
。
【請求項１１】
　（１）顔料入り水性ベースコート材料の基材への塗布、
　（２）段階（１）で塗布した前記コーティング材料からのポリマー膜の形成、
　（３）得られたベースコート膜へのクリアコート材料の塗布、及び続いて
　（４）前記クリアコート膜と一緒の前記ベースコート膜の硬化、
によるマルチコート塗装系を製造する方法であって、
　段階（１）における請求項１から１０のいずれか１項に記載の水性ベースコート材料の
使用、及び該方法の間中、前記ベースコート材料を循環ライン系を介して通過させること
を含む、方法。
【請求項１２】
　基材と、
　前記基材上に設けられた、請求項１から１０のいずれか１項に記載の前記水性ベースコ
ート材料および顔料から得られるポリマーから構成されたベースコート膜と、
　前記ベースコート膜上に設けられた、クリアコート材料から得られるクリアコート膜を
含み、
　前記ベースコート膜と前記クリアコート膜とが一緒に硬化されたものである、
マルチコート塗装系。
【請求項１３】
　（Ａ）　バインダー成分としての少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリマー、
　（Ｂ）　成分（Ａ）とは異なる、
　　（Ｂ１）　少なくとも１種のカルボニル基含有ポリウレタンポリ（メタ）アクリレー
ト
　　及び
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　　（Ｂ２）　少なくとも２個のヒドラジン基、ヒドラジド基及び／又はヒドラゾン基を
有する少なくとも１種の有機化合物
　を含む、少なくとも１種のバインダー成分、
　及び
　（Ｃ）少なくとも４個の炭素原子を有する少なくとも１種の分岐及び／又は第二級脂肪
族モノアルコール
の組み合わせを含み、
　前記バインダー成分（Ａ）が、少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリウレタンを含
む水性ベースコート材料における、これらベースコート材料の循環ライン安定性を改善す
るための使用方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、優れた循環ライン安定性を持つ革新的な水性ベースコート材料に関する。本
発明はまた、その水性ベースコート材料を使用してマルチコート塗装系を製造する方法、
及び前記方法によって製造可能なマルチコート塗装系に関する。その傑出した循環ライン
安定性により、ベースコート材料は産業的コーティングの、特に自動車の仕上げの分野に
おいて、最適に利用することが可能である。
【背景技術】
【０００２】
　水性ベースコート材料、及びそのようなベースコート材料が使用されるマルチコート着
色及び／又は効果塗装系（マルチコートコーティング又は多層コーティングとも呼ばれる
）を製造するための方法は、多様であることが知られている。従来技術から既知（例えば
、ドイツ特許出願ＤＥ１９９４８００４Ａ１、第１７頁、第３７行～第１９頁、第２２行
、又はドイツ特許ＤＥ１００４３４０５Ｃ１、第３欄、段落［００１８］、及び第８欄、
段落［００５２］～第９欄、段落［００５７］を、第６欄、段落［００３９］～第８欄、
段落［００５０］と併せて参照のこと）であるのは、例えば以下の方法である。
【０００３】
　（１）顔料入り水性ベースコート材料を基材に塗布し、
　（２）段階（１）で塗布したコーティング材料からポリマー膜を形成し、
　（３）結果として得られるベースコート膜にクリアコート材料を塗布した後、続いて、
　（４）前記クリアコート膜と一緒に前記ベースコート膜を硬化させる。
【０００４】
　この方法は広く使用されており、例えば、自動車の最初の（ＯＥＭ）仕上げ、及び自動
車中に又は自動車上に取り付ける金属及びプラスチック部分の塗装の両方に使用される。
【０００５】
　そのような塗装系（コーティング）の技術的及び審美的特性に関する今日の要件は非常
に大きい。ここで極めて重要なことは、使用されるコーティング組成物が原則として適切
に良好な特性を有することだけでなく、産業的処理分野でコーティング材料に対して不可
避的に応力が生じた後でさえ、これらの特性が保持されることである。例えば、コーティ
ング材料は貯蔵において安定でなければならない。しかしながら同じように、コーティン
グ材料は、産業的塗装設備では避けることができない循環ライン系の結果としてコーティ
ング材料が受ける、機械的応力に耐えることが要求される。このような循環ライン系では
、塗料は繰り返し及び交互に、塗料循環ポンプの使用によって、１０バールを超える圧力
をかけられ、数百メートルに至る長さのパイプラインを通過し、それから貯留槽に戻る。
従って、レオロジー要件のプロファイルは並はずれて高い。
【０００６】
　特に水性ベースコート材料の分野（それらが含有する着色顔料及び主溶媒としての水が
理由で、レオロジー安定性に関して大きな課題である）では、不十分な循環ライン安定性
が、よくある問題である。これは、塗料がポンプで繰り返し循環ライン系を介して通され
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るので、塗料のレオロジー特性が悪影響を受け、それ故、それらから製造される塗装系が
同様に、より劣った性能特性、特に、より劣った審美的特性を有することを意味する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】ドイツ特許出願ＤＥ１９９４８００４Ａ１、第１７頁、第３７行～第１９
頁、第２２行
【特許文献２】ドイツ特許ＤＥ１００４３４０５Ｃ１、第３欄、段落［００１８］、及び
第８欄、段落［００５２］～第９欄、段落［００５７］、第６欄、段落［００３９］～第
８欄、段落［００５０］
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　そこで、本発明が解決しようとする課題は、優れた循環ライン安定性を示し、その結果
、そのような循環ライン系を使用する産業系で処理した場合でさえも、非常に良好な特性
を有する塗装が得られる水性ベースコート材料を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述の課題は、
　（Ａ）　バインダー成分としての少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリマー、
　（Ｂ）　成分（Ａ）とは異なる、
　　（Ｂ１）　少なくとも１種のカルボニル基含有ポリウレタンポリ（メタ）アクリレー
ト
　　及び
　　（Ｂ２）　少なくとも２個のヒドラジン基、ヒドラジド基及び／又はヒドラゾン基を
有する少なくとも１種の有機化合物
　を含む、少なくとも１種のバインダー成分、
及び
　（Ｃ）少なくとも４個の炭素原子を有する少なくとも１種の分岐及び／又は第二級脂肪
族モノアルコール
　を含む、水性ベースコート材料によって解決することが可能であった。
【００１０】
　この新規ベースコート材料は、以下に本発明のベースコート材料とも称する。本発明の
ベースコート材料の好ましい実施形態は、以下の明細から、及び従属請求項からも明らか
になるであろう。
【００１１】
　本発明によって同様に提供するのは、本発明のベースコート材料を使用し、そのベース
コート材料を循環ライン系を介して通過させる、基材上にマルチコート塗装系を製造する
方法である。本発明はさらに、前記方法によって製造されるマルチコート塗装系を提供す
る。
【００１２】
　その水性ベースコート材料は、傑出した循環ライン安定性を持ち、結果として、そのよ
うな循環ライン系を使用する産業系における処理に、傑出して適している。従って、塗料
をポンプで繰り返し循環ライン系を介して通過させても、得られる塗装系は傑出した特性
の、特に傑出した審美的特性のプロファイルを有する。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の水性ベースコート材料は、（Ａ）バインダー成分として少なくとも１種のヒド
ロキシル官能性ポリマーを含む。
【００１４】
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　本発明におけるバインダー又はバインダー成分は、関連するＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ　４
６１８に従い、顔料及び充填剤を伴わない、コーティング組成物の不揮発性画分を指す。
よって特定のバインダーの例は、典型的なコーティング添加剤、又は以下に後述する典型
的な架橋剤（その表現は以下で特に物理的及び／又は熱的に硬化可能なポリマーに関して
主に使用される）を含み、例として成分（Ａ）のポリマー又は成分（Ｂ）の構成成分が挙
げられる。
【００１５】
　バインダー成分（Ａ）のためのポリマーとして原則的に適しているのは、これに関して
当業者に既知のすべてのポリマーである。ポリウレタン、ポリエステル、ポリ（メタ）ア
クリレート及び／又は上述のポリマーのコポリマー、例えばポリウレタン－ポリ（メタ）
アクリレート（ポリウレタン－ポリ（メタ）アクリレートコポリマーとも呼ばれる）から
なる群から選択される少なくとも１種のポリマーを使用することが好ましい。「メタ（ア
クリレート）」という用語は、そのようなポリマー中にアクリルモノマーとメタクリルモ
ノマーの両方が存在し得ることを明白にする。これに関わらず、当業者は、そのようなポ
リマーが、他のオレフィン性不飽和モノマー、例えば典型的なビニルモノマー、例えば塩
化ビニル及びスチレンなども含み得ることを承知している。そのようなポリマー及びその
調製、及び対応する出発材料は、いずれにせよ当業者に既知であり、さらなる基本的な説
明を必要としない。好ましいポリウレタンは、例えばドイツ特許出願ＤＥ１９９４８００
４Ａ１、第４頁、第１９行～第１１頁、第２９行（当該出願中ポリウレタンプレポリマー
Ｂ１と称される）、あるいは国際出願ＷＯ９２／１５４０５、第２頁、第３５行～第１０
頁、第３２行に記載されている。好ましいポリエステルは、例えばＤＥ４００９８５８Ａ
１の第６欄、第５３行～第７欄、第６１行及び第１０欄、第２４行～第１３欄、第３行、
あるいはＷＯ２０１４／０３３１３５Ａ２、第２頁、第２４行～第７頁、第１０行に記載
されている。好ましいポリウレタン－ポリ（メタ）アクリレートコポリマー及びそれらの
調製は、例えばＷＯ９１／１５５２８Ａ１、第３頁、２１行～第２０頁、第３３行、ＤＥ
４４３７５３５Ａ１、第２頁、第２７行～第６頁、第２２行、あるいはＷＯ２０１５／０
０７４２７Ａ１、第３頁、２９行～第１６頁、第１７行に記載されている。
【００１６】
　上述のバインダーとしてのポリマーは、ヒドロキシル官能性である。好ましくは、それ
らは５～２００ｍｇＫＯＨ／ｇ、より好ましくは１５～１５０ｍｇＫＯＨ／ｇのヒドロキ
シル価を有する。
【００１７】
　本発明におけるヒドロキシル価はＤＩＮ　５３２４０に従って決定され、いずれの場合
もポリマー自体に、換言すれば固形分含量に対する（固形分含量測定方法については、以
下後述参照）。
【００１８】
　上述のバインダーとしてのポリマー（Ａ）は、ベースコート材料中で、好ましくは水性
分散液、より具体的には二次分散液の形態で使用される。水性分散液中に効果的に分散さ
せることができるようにするため、ポリマーを、既知の手段でイオン的に及び／又は非イ
オン的に、親水的に修飾することが好ましい。それらポリマーをアニオン的に修飾し、従
ってそれらポリマーが好ましくはカルボキシ官能性であることが特に好ましい。
【００１９】
　固形分含量に対して、ポリマーは、好ましくは０～５０ｍｇＫＯＨ／ｇの、より具体的
には２～４５ｍｇＫＯＨ／ｇ（ＤＩＮ５３４０２に従って測定）の酸価を持つ。
【００２０】
　特に好ましくは、本発明において、バインダー成分（Ａ）は、少なくとも１種のヒドロ
キシル官能性ポリウレタン－ポリ（メタ）アクリレートコポリマーと少なくとも１種のヒ
ドロキシル官能性ポリエステルとの組み合わせを含む。さらに好ましくは、バインダー成
分（Ａ）は、少なくとも１種のヒドロキシル官能性ポリウレタンも含む。
【００２１】
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　バインダー成分としての全ヒドロキシル官能性ポリマー（Ａ）の、顔料入り水性ベース
コート材料の膜形成性固形分に対する質量パーセンテージ画分の総合計は、好ましくは２
～９５質量％、より好ましくは５～９５質量％、及び非常に好ましくは１０～９０質量％
である。
【００２２】
　膜形成性固形分（最終的にバインダー画分に対応する）とは、顔料、及び適宜に、充填
剤を伴わないベースコート材料の不揮発性質量画分を意味する。膜形成性固形分は、次の
ように決定することができる：顔料入り水性ベースコート材料の試料（約１ｇ）を５０～
１００倍量のテトラヒドロフランと混合し、次いで約１０分間撹拌する。次いで、不溶性
顔料及び任意の充填剤を濾過により除去し、残渣を少量のＴＨＦですすぎ、結果として得
られた濾液からそのＴＨＦを回転式蒸発装置で除去する。濾液の残渣を１２０℃で２時間
乾燥し、結果として得られる膜形成性固形分を秤量することによって得る。
【００２３】
　好ましいポリマー（Ａ）を特定の比例範囲で含むベースコート材料に対する特定化が可
能な場合、以下が適用される：好ましい群に入らないポリマー（Ａ）は、無論ベースコー
ト材料中になお存在してもよい。その場合、特定の比例範囲は、ポリマー（Ａ）の好まし
い群にのみ適用される。それでもなお、特定の比例範囲は、好ましい群からのポリマー（
Ａ）及び好ましい群に入らないポリマー（Ａ）からなるポリマーの総画分に同様に適用さ
れることが好ましい。
【００２４】
　従って、２～９５質量％の比例範囲及びポリマー（Ａ）の好ましい群に制限する場合、
この比例範囲は明らかに、まず第一にポリマー（Ａ）の好ましい群にのみ適用される。そ
してしかしながら、好ましい群からのポリマー（Ａ）及び好ましい群に入らないポリマー
（Ａ）からなる、最初から包含されている全ポリマー（Ａ）が、同様に全体として２～９
５質量％あることが好ましい。従って、好ましい群のポリマー（Ａ）を８０質量％使用す
る場合には、好ましくない群のポリマー（Ａ）は最大で１５質量％使用し得る。
【００２５】
　本発明において、上述の原則は、上述のベースコート材料の全成分及びそれらの比例範
囲に有効であり、例としては以下に後述する成分（Ｂ）及び（Ｃ）が挙げられる。
【００２６】
　水性ベースコート材料は、成分（Ａ）とは異なる特定のバインダー成分（Ｂ）をさらに
含む。
【００２７】
　バインダー成分（Ｂ）は、まず第一に、（Ｂ１）少なくとも１種のカルボニル基含有ポ
リウレタン－ポリ（メタ）アクリレートを含む。
【００２８】
　そのようなポリマー及びその調製は、やはり当業者に既知である。これに関連して、ポ
リウレタン－ポリ（メタ）アクリレートがカルボニル基を含有することが重要である。本
発明におけるカルボニル基は、ケト基及びアルデヒド基であり、好ましくはケト基である
。これらカルボニル基を介して、及び以下に後述する成分（Ｂ２）の存在によって、イミ
ンの形成を伴う架橋反応が可能である。従ってバインダー成分（Ｂ）は、自己架橋性であ
る。
【００２９】
　述べたように、ポリウレタン－ポリ（メタ）アクリレートの調製のための対応する反応
条件は既知である。そのようなポリマーにカルボニル基を導入するために、対応する官能
化モノマーが共重合によってポリマー骨格に組み込まれる。これは、カルボニル基をさら
に含有するビニル基を含有するモノマーを使用して好ましくは行われる。例えば、メチル
ビニルケトン、（メタ）アクロレイン、クロトンアルデヒド又はジアセトン（メタ）アク
リルアミドなどのモノマーが使用し得る。ジアセトンアクリルアミドが好ましい。調製に
使用するためのカルボニル基を含有するモノマーの画分は、問題のポリマーの調製に使用
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する出発物質の総質量に対して、例えば５～７０質量％である。
【００３０】
　上述のポリマー（Ｂ１）は、好ましくは水性分散液の形態で調製され、次いで成分（Ｂ
２）と混合される。水性分散液中に効果的に分散させることができるようにするため、ポ
リマー（Ｂ１）を、既知の手段で親水的に、イオン的に及び／又は非イオン的に修飾する
ことが好ましい。それらポリマー（Ｂ１）をアニオン的に修飾し、従ってそれらポリマー
（Ｂ１）が好ましくはカルボキシ官能性であることがより特に好ましい。
【００３１】
　成分（Ｂ２）は、少なくとも２個のヒドラジン基、ヒドラジド基及び／又はヒドラゾン
基を含有する有機化合物である。好ましい化合物は、１０００ｇ／ｍｏｌ未満の分子量を
有する低分子量のものである。そのような化合物は同様に既知である。例として、２～１
２個のＣ原子を有するジカルボン酸のビスヒドラジド、例えばシュウ酸、マロン酸、コハ
ク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸又
は異性体フタル酸のビスヒドラジド；カルボニックビスヒドラジド（carbonic bishydraz
ide）、アルキレン－又はシクロアルキレン－ビス－セミカルバジド、Ｎ，Ｎ’－ジアミ
ノグアニジン、アルキレンビスヒドラジン、例えばＮ，Ｎ’－ジアミノピペラジン、アリ
ーレンビスヒドラジン、例えばフェニレン－又はナフチレンビスヒドラジン、アルキレン
ビスセミカルバジド、ジアルデヒド及びジケトンのビスヒドラジドが挙げられる。より高
い官能価を有する成分（Ｂ２）の例は、ニトリロ三酢酸又はエチレンジアミン四酢酸のヒ
ドラジドである。
【００３２】
　２～１２個のＣ原子を有するジカルボン酸のビスヒドラジド、より具体的にはアジピン
酸のビスヒドラジドを使用することが好ましい。
【００３３】
　既に上述したように、成分（Ｂ）は、好ましくはベースコート材料中に水性分散液の形
態で使用する。ここで、成分（Ｂ１）中のカルボニル基の、成分（Ｂ２）中のヒドラジン
基、ヒドラジド基及び／又はヒドラゾン基に対する化学量論比が、４０：１～１：２、よ
り好ましくは２０：１～１：２であることが好ましい。
【００３４】
　この種のバインダー成分（Ｂ）は、例えばＥＰ０６４９８６５Ａ１、第３頁、第１行～
第９頁、第４６行及び関連実施例２、４、６及び７～９に記載されている。そのような成
分は、Ｄａｏｔａｎ（Ａｌｌｎｅｘ社製）の商品名で、水性分散液の形態で市販されてい
る。
【００３５】
　全バインダー成分（Ｂ）の、顔料入り水性ベースコート材料の膜形成性固形分に対する
質量パーセンテージ画分の合計は、好ましくは２～９５質量％、より好ましくは５～９５
質量％、及び非常に好ましくは１０～９０質量％である。
【００３６】
　水性ベースコート材料は、溶媒として少なくとも１種の特定のアルコール（Ｃ）をさら
に含む。これは、少なくとも４個の炭素原子を有する分岐及び／又は第二級脂肪族モノア
ルコールである。
【００３７】
　脂肪族化合物は、通常の定義と一致して、芳香族ではない又は芳香族基を含有しない全
有機化合物である。よって、脂肪族モノアルコールは、ヒドロキシル基とは別に、専ら炭
素及び水素からなる分子であり得る。しかしながら、さらなるヘテロ原子が、ヒドロキシ
ル基の酸素原子と同様に、より具体的には架橋基、例えばエーテル基、エステル基、アミ
ド基及び／又はウレタン基、特にエーテル基などの形態で存在することも、同じように可
能である。
【００３８】
　好ましくは、アルコール（Ｃ）は、１個のヒドロキシル基とは別に、ヘテロ原子を含有
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する他の末端官能基を含有しない。
【００３９】
　アルコール（Ｃ）は、第二級、分岐、又は第二級と分岐の両方である。
【００４０】
　脂肪族第二級アルコールは、その中でヒドロキシル基が、水素原子１個のみが結合して
いる炭素原子に結合しているものである。そしてこの第１の炭素原子上のラジカルのうち
２個は脂肪族ラジカルであり、各々炭素原子を介して第１の炭素原子に結合している。
【００４１】
　アルコールが第二級である場合、モノアルコールの脂肪族ラジカルは直鎖状、分岐状又
は環状であり得る。
【００４２】
　ここで直鎖状とは、既知であるように、問題のラジカルが主炭素鎖に関して分岐する例
がなく、代わりに炭素原子が鎖内で専ら直鎖状に連続で配置されることを意味する。しか
しながら、主炭素鎖がエーテル基などの架橋基を含有することが可能であり、よって炭素
原子の直接連続が中断されることを意味する。
【００４３】
　従って、分岐状又は非直鎖は、本発明において、考慮下のラジカルが、直鎖状ラジカル
とは違って、主炭素鎖中に分岐を有することを意味する。換言すれば、直鎖ラジカルの状
況とは対照的に、問題のラジカルの少なくとも１個の炭素原子は、第三級又は第四級炭素
原子である。上述のように、主鎖中の炭素原子の直接連続の中断は、無論やはり可能であ
る。
【００４４】
　環式又は脂環式と定義されるラジカルは、その中に存在する炭素原子の少なくともいく
つかが、１つ以上の環を形成するように結合しているものである。１つ以上の環の他に、
無論、脂環式ラジカル中に存在する他の非環式直鎖基又は分岐脂肪族基もあり得る。
【００４５】
　アルコールが分岐鎖である場合、それは第一級、第二級又は第三級ヒドロキシル基、好
ましくは第一級又は第二級ヒドロキシル基を含有し得る。
【００４６】
　アルコール（Ｃ）は、好ましくは少なくとも６個の、より好ましくは少なくとも７個の
炭素原子を有する。好ましい範囲は、６～１２個、より好ましくは７又は８個の炭素原子
である。
【００４７】
　例としては、３－ブトキシ－２－プロパノール、１－プロポキシ－２－プロパノール、
ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、２－エチルヘキサノール、及び２－エチル
ヘキシルグリコールが挙げられる。３－ブトキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリ
コールモノメチルエーテル、及び２－エチルヘキサノールが好ましく、３－ブトキシ－２
－プロパノール及び２－エチルヘキサノール、特に３－ブトキシ－２－プロパノールがさ
らに好ましい。
【００４８】
　全モノアルコール（Ｃ）の、顔料入り水性ベースコート材料の総質量に対する質量パー
センテージ画分の合計は、好ましくは１～１０質量％、より好ましくは２～１０質量％、
及び非常に好ましくは３～１０質量％である。
【００４９】
　本発明のベースコート材料は、着色及び／又は効果顔料を含む。そのような着色顔料及
び効果顔料は当業者に既知であり、例えばＲｏｅｍｐｐ－Ｌｅｘｉｋｏｎ　Ｌａｃｋｅ　
ｕｎｄ　Ｄｒｕｃｋｆａｒｂｅｎ，Ｇｅｏｒｇ　Ｔｈｉｅｍｅ　Ｖｅｒｌａｇ，Ｓｔｕｔ
ｔｇａｒｔ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、１９９８年、第１７６頁及び第４５１頁に記載されてい
る。顔料の画分は、顔料入り水性ベースコート材料の総質量に対して、例えば１～４０質
量％、好ましくは２～３０質量％、より好ましくは３～２５質量％の範囲に位置し得る。
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【００５０】
　ベースコート材料は、それ自体既知の典型的な架橋剤、特にアミノプラスト樹脂及び／
又はブロック化及び／又は非ブロック化ポリイソシアネート、特に好ましくはメラミン樹
脂も含み得る。好ましくは、ベースコート材料はそのような架橋剤をまさに含む。全架橋
剤の、顔料入り水性ベースコート材料の膜形成性固形分に対する質量パーセンテージ画分
の合計は、好ましくは１～４０質量％、より好ましくは５～３５質量％、及び非常に好ま
しくは７．５～３０質量％、又は１０～３０質量％でさえある。
【００５１】
　以上のことから、ベースコート材料はいずれにせよ熱硬化が可能であり、換言すれば、
熱硬化が可能な成分を含む。これはいずれにせよ自己架橋性成分（Ｂ）に当てはまる。こ
れは、メラミン樹脂などの可能な架橋剤の存在下でヒドロキシル官能性成分（Ａ）にも同
じように当てはまる。
【００５２】
　一般的な定義に沿って、実際に、用語「熱硬化」は、バインダー及び別個に存在する架
橋剤、及び／又は自己架橋バインダーが親コーティング材料中に用いられる、コーティン
グ膜の熱開始化学架橋を意味する。特定の反応性官能基、例えばヒドロキシル基又はカル
ボニル基、及びそれらに相補的な反応性官能基、例えばメチロール基又はヒドラジド基も
存在し、互いに架橋することができる。適した相補的な反応性官能基及び自己反応性官能
基の例は、ドイツ特許出願ＤＥ１９９３０６６５Ａ１、第７頁、第２８行～第９頁、第２
４行から既知である。
【００５３】
　このようなコーティング材料の硬化においては、無論、比例した物理的硬化が常にあり
、これはポリマー溶液又はポリマー分散液からの溶媒の損失及びポリマーの相互ループ（
interlooping）による膜の形成である。その場合、それでもなお、コーティング材料は熱
硬化性と称される。
【００５４】
　さらに、好ましくは、本発明のベースコート材料中には増粘剤がある。適した増粘剤は
、フィロシリケートの群からの無機増粘剤である。しかしながら、無機増粘剤の他に、１
種以上の有機増粘剤も使用され得る。これらは、好ましくは、（メタ）アクリル酸－（メ
タ）－アクリレートコポリマー増粘剤、例えば市販品Ｒｈｅｏｖｉｓ　ＡＳ　１１３０（
ＢＡＳＦ社）、及びポリウレタン増粘剤、例えば市販品Ｒｈｅｏｖｉｓ　ＰＵ　１２５０
（ＢＡＳＦ社）からなる群から選択される。使用する増粘剤は、使用するバインダーとは
異なる。
【００５５】
　全増粘剤の、顔料入り水性ベースコート材料の総質量に対する質量パーセンテージ画分
の合計は、好ましくは０．１～２．５質量％、より好ましくは０．１５～２．０質量％、
及び非常に好ましくは０．２～２．０質量％である。
【００５６】
　顔料入り水性ベースコート材料は、少なくとも１種の添加剤をさらに含み得る。そのよ
うな添加剤の例は、残渣を伴わないか、又は残渣を実質的に伴わない、熱的に分解するこ
とが可能な塩、上記のポリマーとは異なる、物理的に、熱的に、及び／又は化学線により
硬化することができるバインダー樹脂、例えば、ＷＯ２０１６／０９１５３９Ａ１、第９
頁、第３０行～第３３頁、第２行に記載のポリマー、さらなる架橋剤、有機溶媒、反応性
希釈剤、透明顔料、充填剤、分子的に分散して溶解する染料、ナノ粒子、光安定剤、抗酸
化剤、脱気剤、乳化剤、スリップ添加剤、重合抑制剤、ラジカル重合開始剤、接着促進剤
、流れ調整剤、膜形成助剤、垂れ抑制剤（ＳＣＡ）、難燃剤、腐食防止剤、ワックス、乾
燥剤、殺生物剤、及びつや消し剤である。
【００５７】
　前述の種の適した添加剤は、例えば、
　－ドイツ特許出願ＤＥ１９９４８００４Ａ１、第１４頁、第４行～第１７頁、第５行、
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　－ドイツ特許ＤＥ１００４３４０５Ｃ１、第５欄、段落［００３１］～［００３３］
から既知である。それらは、慣例且つ既知の量で使用される。
【００５８】
　本発明のベースコート材料の固形分含量は、手持ちの事例の要件に応じて変化し得る。
固形分含量は、塗布、より具体的にはスプレー塗布に必要な粘度によって主に左右され、
当業者の一般的な技術的知識に基づき、任意に２～３の探索的試験からの補助を用いて、
調整され得る。
【００５９】
　ベースコート材料の固形分含量は、好ましくは５～７０質量％、より好ましくは８～６
０質量％、及び非常に好ましくは１２～５５質量％である。
【００６０】
　固形分（不揮発性画分）とは、特定条件下での蒸発時に残渣として残留する質量画分を
意味する。本出願において、固形分は、他に明確に示さない限り、ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ
３２５１に従って決定する。これは、ベースコート材料を１３０℃で６０分間蒸発させる
ことにより行われる。
【００６１】
　他に示さない限り、この試験方法は、例えば、ベースコート材料の様々な成分の画分を
ベースコート材料の総質量の割合として決定するために、同様に用いられる。よって、例
えば、ベースコート材料に添加されるべきポリウレタン樹脂の分散液の固形分は、このポ
リウレタン樹脂の画分を組成物全体の割合として確認するために対応して決定され得る。
【００６２】
　本発明のベースコート材料は、水性である。「水性」という表現は、これに関連して、
当業者に既知である。その言い回しは原則として、専ら有機溶媒をベースとするのではな
い、すなわち、その溶媒として専ら有機系溶媒を含有しないが、代わりに、対照的に、溶
媒として著しい画分の水を含むベースコート材料を指す。本発明における「水性」は、好
ましくは、問題のコーティング組成物、より具体的にはベースコート材料が、いずれの場
合も存在する溶媒（すなわち、水、及び有機溶媒）の総量に対して、少なくとも４０質量
％、好ましくは少なくとも５０質量％、非常に好ましくは６０質量％の水画分を有するこ
とを意味すると理解されるべきである。次いで好ましくは、水画分は、いずれの場合も存
在する溶媒の総量に対して、４０～９０質量％、より具体的には５０～８０質量％、非常
に好ましくは６０～７５質量％である。
【００６３】
　本発明に従って用いられるベースコート材料は、ベースコート材料を製造するための慣
例且つ既知の混合部品（assemblies）、及び混合技術を使用して製造され得る。
【００６４】
　好ましい一実施形態では、
バインダー成分としての全ヒドロキシル官能性ポリマー（Ａ）の、顔料入り水性ベースコ
ート材料の膜形成性固形分に対する質量パーセンテージ画分の合計は、２～９５質量％で
あり、
　全バインダー成分（Ｂ）の、顔料入り水性ベースコート材料の膜形成性固形分に対する
質量パーセンテージ画分の合計は、２～９５質量％であり、及び
　全モノアルコール（Ｃ）の、顔料入り水性ベースコート材料の総質量に対する質量パー
センテージ画分の合計は、１～１０質量％である。
【００６５】
　本発明のさらなる態様は、
　（１）顔料入り水性ベースコート材料の基材への塗布、
　（２）段階（１）で塗布したコーティング材料からのポリマー膜の形成、
　（３）得られたベースコート膜へのクリアコート材料の塗布、
　（４）クリアコート膜と一緒のベースコート膜の硬化、
によるマルチコート塗装系を製造する方法であり、
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　この方法は、段階（１）での本発明の水性ベースコート材料の使用、及び本方法の間中
、ベースコート材料を循環ライン系を介して通過させることを含む。
【００６６】
　本発明の水性ベースコート材料に関する上記所見のすべては、本発明の方法に関しても
有効である。これはより具体的には、すべての好ましい、非常に好ましい、及び特に好ま
しい特徴についても当てはまる。
【００６７】
　前記方法は、マルチコート着色塗装系、効果塗装系、及び着色及び効果塗装系の製造に
好ましく使用される。
【００６８】
　本発明に従って使用する顔料入り水性ベースコート材料は、一般的に、サーフェーサー
又はプライマーサーフェーサーによって前処理された金属又はプラスチック基材に塗布さ
れる。前記ベースコート材料は、任意にプラスチック基材に直接塗布し得る。
【００６９】
　金属基材がコーティングされる場合、その金属基材は、サーフェーサー又はプライマー
サーフェーサーが塗布される前に、電着コート系でさらにコーティングされることが好ま
しい。
【００７０】
　プラスチック基材がコーティングされる場合、そのプラスチック基材も、サーフェーサ
ー又はプライマーサーフェーサーが塗布される前に、前処理されることが好ましい。この
ような前処理に最もよく用いられる技術は、火炎処理、プラズマ処理及びコロナ放電のも
のである。火炎処理が好ましく使用される。
【００７１】
　本発明の顔料入り水性ベースコート材料の塗布は、硬化した電着コート系及び／又はサ
ーフェーサーを有する上記のような既にコーティングされた金属基材に対し、自動車産業
において慣例の膜厚で、例えば５～１００マイクロメートル、好ましくは５～６０マイク
ロメートルの範囲で、行われ得る。これは、スプレー塗布方法、例えば、圧縮空気スプレ
ー塗り、エアレススプレー塗り、高速回転、静電スプレー塗布（ＥＳＴＡ）などを、単独
で、又は例えば熱気スプレー塗りなどの熱スプレー塗布と併せて使用し、行われる。
【００７２】
　顔料入り水性ベースコート材料の塗布後、顔料入り水性ベースコート材料は、既知の方
法によって乾燥させることができる。例えば、好ましい（１成分）ベースコート材料は、
室温で１～６０分間フラッシュした後、続いて好ましくは３０～９０℃の任意に僅かに高
くした温度で乾燥させることが可能である。本発明におけるフラッシュ及び乾燥は、有機
溶媒及び／又は水の蒸発を意味し、この結果、塗装はより乾燥するが、それでも硬化しな
いか、又はそれでも完全に架橋されたコーティング膜は形成されていない。
【００７３】
　次いで市販のクリアコート材料を、同様に一般的な方法で、やはり慣例の範囲の膜厚、
例えば５～１００マイクロメートルで塗布する。
【００７４】
　クリアコート材料を塗布した後、クリアコート材料は、例えば室温で１～６０分間フラ
ッシングし、任意に乾燥させることができる。次いでクリアコート材料を、塗布した顔料
入りベースコート材料と一緒に硬化させる。この手順の過程で、架橋反応が生じ、例えば
、基材上に本発明のマルチコート着色及び／又は効果塗装系が製造される。硬化は、好ま
しくは熱的に６０～２００℃の温度で行う。
【００７５】
　特定の一実施形態では、マルチコート塗装系を製造する方法は、以下の工程を含む。
【００７６】
　基材へ電着コート材料を電気泳動塗布し、その後電着コート材料を硬化させることによ
り、金属基材上に硬化電着コート膜を製造する工程、
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　（ｉ）電着コート膜に直接水性ベースコート材料を塗布すること、又は（ｉｉ）複数の
ベースコート材料を直接連続的に電着コート膜に塗布することによって、硬化電着コート
膜の上に直接、（ｉ）ベースコート膜、又は（ｉｉ）複数のベースコート膜を直接互いに
連続して製造する工程、
　（ｉ）１種のベースコート膜又は（ｉｉ）一番上のベースコート膜にクリアコート材料
を直接塗布することにより、（ｉ）ベースコート膜又は（ｉｉ）一番上のベースコート膜
の上に直接クリアコート膜を製造する工程、
　ここで、（ｉ）１種のベースコート材料、又は（ｉｉ）ベースコート材料の少なくとも
１種が本発明のベースコート材料であり、
　ベースコート膜（ｉ）又はベースコート膜（ｉｉ）、及びクリアコート膜を一緒に硬化
させる。
【００７７】
　そして後者の実施形態では、上述の標準的な方法と比較して、通常のサーフェイサーの
塗布及び別個の硬化はない。代わりに、電着コート膜に塗布された膜がすべて一緒に硬化
され、それにより操作全体がはるかに経済的となる。
【００７８】
　コーティング材料の、基材への直接塗布又は先に製造されたコーティング膜への直接塗
布は、以下のように理解される。それぞれのコーティング材料は、そのコーティング材料
から製造されたコーティング膜が基材上に（他のコーティング膜上に）配置され、基材と
（他のコーティング膜と）直接接触するように塗布される。従って、コーティング膜と基
材（他のコーティング膜）との間には、より具体的には他のコーティング膜がない。「直
接」の詳細がなければ、塗布されたコーティング膜は、基材（他の膜）上に配置されてい
る一方で、必ずしも直接接触して存在する必要はない。より具体的には、それらの間にさ
らなるコーティングが配置され得る。従って、本発明においては、以下が事実である：「
直接」に関する特定化がない場合、明らかに「直接」に対する制限はない。
【００７９】
　プラスチック基材は、基本的に金属基材と同じ方法でコーティングされる。しかしなが
らここで、一般に、硬化は３０～９０℃の著しく低い温度で起こる。従って、二成分型ク
リアコート材料の使用が好ましい。
【００８０】
　本発明の方法は、金属及び非金属基材、より具体的にはプラスチック基材、好ましくは
自動車の車体又はその構成要素を塗装するために使用することが可能である。
【００８１】
　本発明の方法はさらに、ＯＥＭ仕上げにおける二重仕上げに使用することができる。こ
れは、本発明の方法によってコーティングされた基材に、本発明の方法によって同様に、
二度目の塗装をすることを意味する。
【００８２】
　本発明はさらに、上記の方法によって製造可能なマルチコート塗装系に関する。これら
のマルチコート塗装系は、以下に本発明のマルチコート塗装系と称する。
【００８３】
　本発明の水性ベースコート材料に関する上記所見のすべては、前記マルチコート塗装系
及び本発明の方法に関しても対応して有効である。これは特にすべての好ましい、より好
ましい及び最も好ましい特徴についても当てはまる。
【００８４】
　これらのマルチコート塗装系は、自動車のＯＥＭ仕上げの一部として、上記に定義した
本発明の方法によって自動車の車体又はその構成要素上に製造されることが好ましい。
【００８５】
　本発明のさらなる態様は、これらのベースコート材料の循環ライン安定性を高めるため
の、水性ベースコート材料における上記成分（Ａ）、（Ｂ）、及び（Ｃ）の組み合わせの
使用方法である。
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　本発明を、実施例を参照して以下に説明する。
【実施例】
【００８７】
　水性ベースコート材料の製造
　以下の表に示す配合物構成成分及びその量に関しては、以下を念頭に置くべきである。
市販品又は他に記述されている調製プロトコルについて言及する場合、いずれの場合も構
成成分について選択された主な呼称に関わらず、その言及は特にその市販品又は特に言及
されたプロトコルの場合には調製された製品についてである。
【００８８】
　従って、配合物構成成分が主な呼称「メラミン－ホルムアルデヒド樹脂」を持つ場合、
及び市販品がそれについて特定している場合には、メラミン－ホルムアルデヒド樹脂は厳
密にその市販品の形態で使用される。従って、活性物質（メラミン－ホルムアルデヒド樹
脂）の量について結論を出す場合は、市販品中に存在する溶媒などの任意のさらなる構成
成分を考慮に入れなければならない。そして、配合物構成成分について調製プロトコルが
参照される場合、及びこの調製の結果として、例えば規定の固形分を有するポリマー分散
液が得られる場合、厳密にその分散液が使用される。選択された主な呼称が「ポリマー分
散液」のものであるのか、又は例えば「ポリマー」、「ポリエステル」もしくは「ポリウ
レタン修飾ポリアクリレート」などの活性物質のみのものであるのかは、重要ではない。
活性物質（ポリマー）の量について結論を出す場合は、これを考慮に入れなければならな
い。
【００８９】
　銀色の比較例水系ベースコート材料１（Ｃ１）の製造
　表Ａの「水相」の下に列挙した成分を、記載の順序で撹拌しながら混ぜ合わせて水性混
合物を形成した。次の工程において、「有機相」の下に列挙した成分から有機混合物を製
造した。有機混合物を水性混合物に添加した。結果として得られた混合物を、次いで１０
分間撹拌し、脱イオン水及びジメチルエタノールアミンを使用してｐＨ８に、及び回転粘
度計（Ｍｅｔｔｌｅｒ－Ｔｏｌｅｄｏ社製の機器Ｒｅｔｏｍａｔ　ＲＭ　１８０）を用い
て測定して１０００ｓ－１の剪断荷重下で８０±ｍＰａｓのスプレー粘度に調整した。
【００９０】
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【表１】

【００９１】
　カーボンブラックペーストの製造
　カーボンブラックペーストは、５８．９質量部の、国際特許出願ＷＯ９２／１５４０５
（ポリマー（Ａ））により調製したポリウレタン分散液、１０質量部のカーボンブラック
、５質量部の、ＤＥ４００９８５８Ａ１（ポリマー（Ａ））、第１６欄、第３７～５９行
、実施例Ｄにより調製した、ヒドロキシル官能性ポリエステル、７．６質量部のブチルジ
グリコール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）、８．２質量部のジメチルエタノールアミン（脱イオン
水中１０％）、２．２質量部の市販のポリエーテル（ＢＡＳＦ　ＳＥ社製Ｐｌｕｒｉｏｌ
（登録商標）Ｐ９００）、及び８．１質量部の脱イオン水から製造した。
【００９２】
　黄色ペーストの製造
　黄色ペーストは、４３．６質量部の、国際特許出願ＷＯ９２／１５４０５（ポリマー（
Ａ））により調製したポリウレタン分散液、１７．３質量部の市販の黄色顔料（Ｓｉｃｏ
ｔｒａｎｓ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ；ＢＡＳＦ　ＳＥ社）、１８．３質量部の、ＤＥ４
００９８５８Ａ１（ポリマー（Ａ））、第１６欄、第３７～５９行、実施例Ｄにより調製
した、ヒドロキシル官能性ポリエステル、４．３質量部のブチルジグリコール（ＢＡＳＦ
　ＳＥ社）、及び１６．５質量部の脱イオン水から製造した。
【００９３】
　赤色ペーストの製造
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　赤色ペーストは、４９．７質量部の、国際特許出願ＷＯ９１／１５５２８、バインダー
分散体Ａ（ポリマー（Ａ））により調製したアクリル化ポリウレタン分散体、１２質量部
のＳｉｃｏｔｒａｎｓ（登録商標）Ｒｅｄ（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）、３質量部の市販のポリ
エーテル（ＢＡＳＦ　ＳＥ社製Ｐｌｕｒｉｏｌ（登録商標）Ｐ９００）、２質量部のブチ
ルグリコール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）、１質量部のジメチルエタノールアミン（ＤＩ水中１
０％）及び３２．３質量部の脱イオン水から製造した。
【００９４】
　本発明の水系ベースコート材料Ｉ１の製造
　水系ベースコート材料Ｉ１を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部の３－ブトキシ－２－プロパノール（ＢＡＳＦ
　ＳＥ社）（モノアルコール（Ｃ））に置き換えた。
【００９５】
　本発明の水系ベースコート材料Ｉ２の製造
　水系ベースコート材料Ｉ２を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部の２－エチルヘキサノール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社
）（モノアルコール（Ｃ））に置き換えた。
【００９６】
　本発明の水系ベースコート材料Ｉ３の製造
　水系ベースコート材料Ｉ３を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部の１－プロポキシ－２－プロパノール（ＢＡＳ
Ｆ　ＳＥ社）（モノアルコール（Ｃ））に置き換えた。
【００９７】
　本発明の水系ベースコート材料Ｉ４の製造
　水系ベースコート材料Ｉ４を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部のジプロピレングリコールモノメチルエーテル
（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）（モノアルコール（Ｃ））に置き換えた。
【００９８】
　本発明の水系ベースコート材料Ｉ５の製造
　水系ベースコート材料Ｉ５を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部の２－エチルヘキシルグリコール（Ｅａｓｔｍ
ａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ社）（モノアルコール（Ｃ））に置き換えた。
【００９９】
　比較例の水系ベースコート材料２（Ｃ２）の製造
　水系ベースコート材料Ｃ２を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部のイソプロパノール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）に置
き換えた。
【０１００】
　比較例の水系ベースコート材料３（Ｃ３）の製造
　水系ベースコート材料Ｃ３を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部のＮ－エチルピロリドン（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）
に置き換えた。
【０１０１】
　比較例の水系ベースコート材料４（Ｃ４）の製造
　水系ベースコート材料Ｃ４を表Ａに従って製造したが、水相中の５質量部のブチルグリ
コール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）を、５質量部のｎ－ブタノール（ＢＡＳＦ　ＳＥ社）に置き
換えた。
【０１０２】
　表Ｂに、製造したすべてのベースコート材料を再度要約する。
【０１０３】



(16) JP 6869337 B2 2021.5.12

10

20

30

40

50

【表２】

【０１０４】
　ベースコート材料の循環ライン安定性についての比較調査
　循環ライン暴露に対して関連するコーティング材料の色調（shade）安定性を決定する
ために、２０リットルの各コーティング材料を以下のように処理した。
【０１０５】
　コーティング材料を循環ライン系に導入した。次いで、コーティング材料を、１０バー
ルの系運転圧力及び２１±２℃の温度で７７．１分間循環ポンプで送った。この時間の後
、５０ターンオーバー（turnover）（１ターンオーバー（ＴＯ）＝循環ラインにおける材
料の循環１回）の暴露に対応して、１．５リットルのコーティング材料をコーティングの
目的で除去した。各サンプリングで材料の容量が減少するので、循環ライン系内の時間を
表Ｃに従って適合させて、コーティング材料暴露２０００ＴＯまでこの手順を繰り返した
。
【０１０６】
　表Ｃ：循環ライン系におけるサンプリングと対応するターンオーバー対滞留時間
【０１０７】
【表３】

【０１０８】
　その後続いて、得られたコーティング材料試料を標準的な手順に従ってコーティングし
、得られた色調を測定に供した。
【０１０９】
　コーティング：
使用した基材は、１０ｃｍ×２０ｃｍの寸法を有する金属パネルで、３０±３μｍの膜厚
で市販のプライマー－サーフェーサーから製造された硬化したプライマー－サーフェーサ
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ー系を有していた。この基材の上にいずれの場合もまず第一に、水系ベースコート材料（
コーティング材料試料）を、１３～１８μｍの乾燥膜厚で空気圧で塗布した。室温で１分
間フラッシュオフした後、水系ベースコート材料を強制空気オーブン中７０℃で１０分間
の中間乾燥に供した。その後、ＢＡＳＦ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ　ＧｍｂＨ社から市販されて
いる２成分クリアコート材料ＰｒｏＧｌｏｓｓ（登録商標）（ＦＦ９９－０３４５）を、
再度空気圧で、乾燥膜厚４０±５μｍで塗布し、室温で２０分間フラッシュオフした後、
ベースコート及びクリアコートを、強制空気オーブン中１４０℃で２０分間一緒に焼き付
けた。
【０１１０】
　色調（shade）測定：
　色調測定は、Ｘ－Ｒｉｔｅ社製のＭＡ６８ＩＩ分光光度計を使用して行った。
【０１１１】
　表１は、循環ラインにおける暴露に対する様々な試料についての色調測定値の明度値を
示す。各場合ともここで報告するのは、暴露されていないベースコート材料を用いたコー
ティング系の測定に対する差の値である。
【０１１２】
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【表４】
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【０１１３】
　結果は、本発明のベースコート材料のはるかに大きい循環ライン抵抗性を強調している
。よって、得られた塗装系の色調（ここでは明度値により表す）は、比較例の水系ベース
コート材料Ｃ１～Ｃ４を使用して製造した塗装系と比較して、増加する循環ライン暴露下
で、よりさらなる安定性を保つ。
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